
I. は じ め に

平成 30 年 7 月豪雨は，前線や台風 7 号の影響によ

り降り始めからの総降水量が四国地方で1,800 mm，

東海地方で1,200 mmを超えるところがあるなど，記

録的な豪雨をもたらし1)，広い範囲で河川の氾濫や浸

水被害，土砂災害等が発生，多数の死者を出す大災害

となった。このような大規模な豪雨災害は，平成 21

年 7 月中国・九州北部豪雨，平成 23 年 7 月新潟・福

島豪雨，平成24 年 7 月九州北部豪雨，平成26 年 8 月

豪雨，平成27 年 9 月関東・東北豪雨，平成29 年 7 月

九州北部豪雨，そして平成30 年 7 月豪雨と，直近10

年の気象庁が名称を定めた顕著な災害を起こした自然

現象だけを見てもほぼ毎年のように全国各地で発生し

ている。平成 11〜20 年の 10 年間では，平成 16 年 7

月新潟・福島豪雨，平成16 年 7 月福井豪雨，平成18

年 7 月豪雨，平成20 年 8 月末豪雨の4件だけであり，

直近 10 年ではほぼ倍増している。頻発する豪雨災害

に対して，ハード，ソフト両面からの減災防災対策を

急がねばならない。しかし，社会基盤や農業基盤を災

害から完全に守ることは限りなく不可能に近く，これ

らに関しては防災減災対策の推進はもちろんのこと，

早期の復旧そして継続的な復興を実現する備えが重要

である。とりわけ，担い手のいない高齢の農家では迅

速で適切な復旧復興支援の有無が営農継続意欲に大き

く影響する。本報では，愛媛県宇和島市の被災状況の

報告とともに，災害からの復旧および復興の取組みを

紹介し，農業用ため池の災害時利活用事例を紹介する｡

II. 宇和島市の概要と被害状況

1. 宇和島市の概要

宇和島市は，「この島は身一つにして面四つあり，面

ごとに名あり，故に，伊予国を愛比売（えひめ）」とい

う古事記がその名の由来といわれる愛媛県，その南部

（南予地方）に位置する面積約 468 km2，人口およそ

89,000 人，真珠や魚の養殖，ミカンの栽培が盛んな伊

達10 万石の城下町である。平均気温16.8℃，年間降

水量1,648 mm（1981〜2010 年の平均値）と温暖でわ

が国で桜の開花が最も早い地域の一つである。現在の

宇和島市は，平成 17 年に旧北宇和郡吉田町・三間町

・津島町と旧宇和島市の4市町が新設合併し形成され

ている（図-1以下，旧市町名で記述する）。今回の豪

雨被害は吉田町に集中している。吉田町は愛媛みかん

発祥の地として知られ，宇和島伊達藩の支藩3万石，

宇和島市の北に位置する人口約 11,000 人，総面積約

468 km2のうち平坦地が約10％程度の町であり，急峻

な地形は水はけが良く日当たりも良いため柑
かん

橘
きつ

の栽培

に適している。集落は谷間や海岸線に集中しているた

め，今回の豪雨では多くの住民が浸水被害を被った。

2. 南予水源開発事業の概要

水はけの良い急峻な地形はつまり，保水力が乏しい

ことを意味し，宇和島市では昭和34〜43 年の 10 年間

で断水のなかったのは3年のみという慢性的な水不足

に悩まされていた。しかし，昭和 42 年の大干ばつを

契機に策定された野村ダムを水源とする南予水資源開

発事業により，平成 11 年度に農業用水（南予用水土

地改良事業，受益面積約7,200 ha），上水（南予水道用

水供給事業，給水人口約17,400 人）共用水路が完成，

それにより水不足は解消された。宇和島市および吉田

町は農業用水，上水ともに給水を受けているが，三間

町は上水のみの給水である。今回の豪雨では農業用

水，上水の送水管，浄水施設が被災した。
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図-1 宇和島市位置図と市町村界



3. 被害の概要

宇和島市全域における農地の被害面積603.6 ha，被

害額 1,748,805 千円，このうち柑橘の被害はそれぞ

れ，533.9 ha，1,715,344 千円（平成31 年 1 月 9 日現

在，宇和島市）である。

7月 5 日からの累加雨量は三間観測所で最大を記録

しているが（表-1），三間観測所周辺（三間町）の被害

は少なく，ほとんどの被害は吉田町の玉津観測所周辺

（玉津地区）に集中している（表-2，図-2，図-3）。ま

た，玉津地区以外では，畑の被災は谷筋を流れた土石

流や濁流による侵食や堆砂，表層の崩落がほとんどで

あるが，玉津地区では谷筋の被災はもちろんのこと，

斜面の大規模な崩落も多くみられた（写真-1）。

ため池の被災は宇和島市内で 13 カ所報告されてい

るが，そのほとんどが土砂流入であり，決壊したため

池 2 カ所でも下流側に大きな被害は出ていない。ま

た，吉田地区では平成 29 年度に更新したばかりの農

業用排水機場が浸水し，機能を停止している。地域の

排水を担う農業用排水機場の被災は湛水の排除を難し

くし，復旧の妨げとなる6)ため，外部からの水の浸入

を防ぐ方策や，配電盤をかさ上げするなど排水機場の

耐水化7)の推進は今後重要である。

III. 復旧復興の取組みとため池の利活用

1. 復旧復興の取組み

宇和島市では，被災農業者の経営再建に向けて，九

州北部豪雨や熊本地震などの被災地と同様に，農林水

産省の補助金を利用した被災農業者向け経営体育成支

援事業（以下，「経営体育成支援事業」という）を中心

に復旧事業を行っている。経営体育成支援事業では，

農業用施設の再建・修繕，農業用機械類の再取得・修

繕や国庫補助による災害復旧事業の対象とならない

40 万円以下（10 万円以上）の土砂撤去，農業用施設の

再建・修繕，農業用機械の再取得・修繕などの復旧事

業に対し，9割（国1/2，県 1/5，市 1/5）を補助する

事業である。この事業では，施設強度の向上や規模拡

大（ただし原形復旧を超える分は自己負担）や同じ場

所での再建が困難な場合は場所を移動することも可能

であるなど，かなり柔軟性が高い。ただし，今後8年

間の経営改善計画書の作成およびその根拠資料（品種

ごとの出荷実績など）の提出が義務付けられており，

担い手のいない高齢の農業者では申請を取り下げる農

家もいる。

経営体育成支援事業での補助対象となるのはトラク
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表-1 累加雨量と時間最多雨量
（7月 5日 2時〜8日 22 時)

累加雨量（mm）
1時間当たりの最多雨量

日時 雨量（mm）

宇和島 336 7 月 7 日 7 時 49

吉田 453 7 月 7 日 7 時 74

玉津 469 7 月 7 日 7 時 91

奥南 372 7 月 7 日 7 時 96

三間 493 7 月 7 日 7 時 61.5

※宇和島市「7月豪雨の概要及び被害の状況｣4)より

表-2 災害復旧事業査定申請箇所数

旧市町 農地
農業用施設

合計
農道 水路 農地保全 ため池 頭首工 揚排水機

宇和島 4 25 3 1 1 2 0 36

三間 10 0 2 0 7 5 0 24

吉田 253 3 71 253 5 0 3 588

津島 0 0 1 0 0 1 0 2

※宇和島市提供資料より

図-2 観測所位置図

図-3 土砂災害箇所分布およびため池位置図

（丸印が災害箇所）

写真-1 大規模な斜面崩壊（玉津地区）



タやモノレールなどの農業専用機械類のみで，トラッ

クなどの汎用性の高い個人資産は対象外となってい

る。しかし，トラックなしでは農作業ができないとの

声に応えて宇和島市では，グループ補助金を利用して

トラックの再取得を支援している。グループ補助金と

は，被災した中小企業等グループ（この場合は農家が

グループを組むことになる）が，県の認定を受けた復

興事業計画に基づき実施する施設復旧等の費用の一部

を補助する制度であり，市商工観光課の所掌である。

同じくグループ補助金を活用した事業として，被災農

業共同利用施設整備事業がある。これは，柑橘の共同

選果場や野菜選果施設，ライスセンターなどの共同利

用施設の修繕・再取得を支援するものであり，国 1/2

の補助率であったが，被害の甚大さから，グループ補

助金から2/5 を支援する形となった。この他に特徴的

なものとして，県単独事業の豪雨災害営農継続緊急支

援事業（県1/3，市町1/3）がある（表-3）。この中で

注目したいのは，ドローンによる防除作業委託であ

る。多くの柑橘園地では斜面崩壊や土石流により南予

用水の配管および圃場内のスプリンクラ設備が被災し

防除作業が困難となっている。その代替として，ド

ローンによる農薬の空中散布作業を委託しそれを県と

市町が補助する事業である。このような最新技術に対

する支援は，今後の農作業の効率化，省力化に大きく

寄与するため，今後の継続的な支援が望まれる。その

他の支援については事業名と補助率だけを以下に列挙

する。①豪雨被害営農再開緊急支援事業（国 1/2，県

1/5，市 1/5），②豪雨被害鳥獣害防止施設復旧事業（県

1/2，市 1/2），③被災共同利用施設出荷円滑化支援事

業（国1/2）。

2. ため池の利活用

吉田町と三間町では，両町約6,700 世帯に水道水を

供給していた吉田浄水場が壊滅的な被害（写真-2）を

受けたため，1カ月間におよぶ完全断水（三間町では

飲用水の供給までにさらに1カ月を要した）生活を余

儀なくされた。水道水供給事業を共同経営する南予水

道企業団では，三間町の生活用水の早期復旧のため，

代替水源として農業用ため池である中山池（受益面積

60 ha，1627 年に太宰遊淵が私財を投じて築いた）を

利用することとし（写真-3），7月 10 日に水利組合に

打診，13〜15 日に各自治体への説明会，並行して可動

式浄水器の手配と設置，仮設配管の埋設工事を進め，

8月 1 日に水道企業団と水利組合の間で協定を取り交

わし，8月 3 日から給水開始という非常に迅速な復旧

を実現している。その後，野村ダムから中山池浄水場

までの新たな配管の敷設作業が進み，10 月 26 日に中

山池（位置関係は図-3参照）からの取水を終了してい

る。代替水源として中山池が利用できなかった場合，

野村ダムからの配管敷設作業が完了する 10 月末まで

断水が続いた可能性もあり，代替水源の重要性が再認

識された。なお，中山池は河川区域ではないため，河

川管理者との協議は不要であった。このことも迅速な

復旧を可能にした要因であった。

水道利用のために取り交わされた中山池の利用規約

の概要は，分水期間：平成 30 年 8 月 2 日〜10 月 31

日，日最大分水量：1,500 m3，用水使用料：20 円/m3

（税抜き）であった。また，優先取水権は農業用水側に

あり，水が不足した場合には上水道の取水を停止し，

万が一，作物に被害がでた場合には損害相当額を支払
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表-3 豪雨被害営農継続緊急支援事業取組み内容

事業メニュー 対象作物 補助対象経費

被害を受けた農作物の樹

（草）勢回復，病害等防

除，植えなおし

果樹 農薬・肥料代

水稲 農薬代

野菜・花き等 農薬・肥料・種苗・資材代

当年産米の収穫調整等の

委託
水稲 米の収穫作業の委託

防除・かん水作業の委託

または応急的な代替機械

等の購入

全作物

（1）防除・かん水の作業委

託・ドローンによる防

除・手散布による防除

（2）動力噴霧器等の購入費

被災圃場等の応急的な復

旧のための機械等のレン

タル

全作物

土砂の撤去・搬出に必要な

バックホーやトラック，倒

れた樹木の撤去に必要な粉

砕機など機械のレンタル料

※宇和島市提供資料より

写真-2 被災した吉田浄水場

※南予水道企業団より

写真-3 中山池仮設浄水施設

（仮設浄水施設の奥に見える水面が中山池)



うこととなっていた。一方で，吉田町は配管が被災し

ていなかったため，可動式浄水器（東京五輪向けのも

のを自衛隊が陸送）の設置により同時期に復旧してい

る。吉田町では水道水を農業用水に頼ることはなかっ

たが，災害直後に南予用水の農業用貯水池である東蓮

寺池（位置関係は図-3参照）の水が市民に開放され，

洗浄水などに大いに利用された。

近年の豪雨時のため池決壊の被害から，ため池は危

険因子としての認識が強いが，もとはといえば貴重な

水を有効に利用するため，また，非常時の備えのため

に作られたものである。しかしその存在価値の認識

は，すみずみまで行き届いた基盤整備のおかげもあっ

て薄れてきている。谷口ら8)が指摘しているように，

大規模断水時には農業用水の利用価値は非常に高い。

その効果が今回の中山池や東蓮寺池の利活用で示され

たといえるのではないだろうか。今回は豪雨に伴う土

石流が引き金となったが，今後，渇水に見舞われる可

能性は十分に考えられ，その場合には，ため池の重要

性がより高まってくるのではないだろうか。

IV. お わ り に

今回の豪雨で被災した農地はほとんどが柑橘園地で

ある。柑橘は品種によって多少の違いはあるが，安定

して収穫できるまで 10 年近くかかる。それに対して

ほとんど支援事業が単年のみである。長期的な復興に

は，幅広く継続的な支援制度が望まれる。

このような広い範囲で多くの災害が発生した場合に

は，市役所職員は復旧復興のためのさまざまな手続き

に忙殺される。そのため，被災者への支援だけでな

く，災害査定に忙殺される市役所職員への支援も必要

である。たとえば，ドローンを利用した樹園地や圃場

の定期的な空撮と画像解析技術により，より効率的に

災害査定ができないものであろうか。最新技術の導入

が望まれる業務である。

ため池は，有事の際には非常に利用価値が高い。不

要なため池は廃止し，必要なため池は保存するのが妥

当であるが，“不要”か“必要”かを正しく判断するた

めには，さまざまなリスクと利用価値をしっかり定量

的に評価する必要がある。そして，必要なため池につ

いては，農家や土地改良区に管理運用を任せるのでは

なく，国や県，市町村，公共団体等が積極的に関与し，

安全で有用なため池を存続させることが重要である。

最後に，「石積みの段々畑は被害がなかった」という

声を各方面から聞くが，大規模な斜面崩壊や濁流，土

石流の被害は段々畑であろうがなかろうが襲ってく

る。未曾有の豪雨に対しては，早めの避難が必要であ

り，早期復旧の備えが重要である。
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